
平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(56,188) (56,188) (42,141)

6,339 6,339 4,754

＜62,527＞ ＜62,527＞ ＜46,895＞

(170,562) (170,562) (136,449)

0 0 0

＜170,562＞ ＜170,562＞ ＜136,449＞

(189,334) (189,334) (151,467)

122,117 122,117 97,693

＜311,451＞ ＜311,451＞ ＜249,160＞

(158,225) (158,225) (126,580)

0 0 0

＜158,225＞ ＜158,225＞ ＜126,580＞

(58,696) (58,696) (46,956)

32,575 32,575 26,060

＜91,271＞ ＜91,271＞ ＜73,016＞

(0) (0) (0)

(633,005) (633,005) (503,593) (0) (0)

161,031 161,031 128,507 0 0

＜794,036＞ ＜794,036＞ ＜632,100＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成26年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 4/5

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  1
 赤崎小学校移転改築事業（学校用地取得等事
業）

 赤崎地区
赤崎小学校

 市  市

  2  -

 -

 市  直接 1/2

58  ◆  A  -   1  -   1

  1    埋蔵文化財調査事業  市内全域  市1   A  -   4

 赤崎中学校移転改築事業（学校用地取得等事
業）

 赤崎地区
赤崎中学校

 市  市  直接 4/5

4/5

60  ◆  A  -   1  -   4  -   1

  1
 越喜来小学校移転改築事業（学校用地取得等事
業）

 越喜来地区
越喜来小学校

 市  市  直接59  ◆  A  -   1  -

135   -  -

  1  -61  ◆  A  -   3  -

     

 -

 市  直接 4/5  1
 越喜来地区認定こども園整備事業（用地取得等
事業）（幼稚園分）

 越喜来地区
越喜来こども

園
 市

        

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(80,000) (80,000) (64,000)

0 0 0

＜80,000＞ ＜80,000＞ ＜64,000＞

(85,700) (85,700) (68,560)

0 0 0

＜85,700＞ ＜85,700＞ ＜68,560＞

(146,972) (146,972) (128,600)

0 0 0

＜146,972＞ ＜146,972＞ ＜128,600＞

(21,703) (21,703) (16,277)

0 0 0

＜21,703＞ ＜21,703＞ ＜16,277＞

(131,795) (131,795) (115,320)

0 0 0

＜131,795＞ ＜131,795＞ ＜115,320＞

(36,750) (36,750) (29,400)

0 0 0

＜36,750＞ ＜36,750＞ ＜29,400＞

(8,138,650) (8,138,650) (7,121,318)

0 0 0

＜8,138,650＞ ＜8,138,650＞ ＜7,121,318＞

(46,000) (46,000) (40,250)

0 0 0

＜46,000＞ ＜46,000＞ ＜40,250＞

(40,000) (40,000) (32,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜32,000＞

(370,000) (370,000) (305,250)

0 0 0

＜370,000＞ ＜370,000＞ ＜305,250＞

(180,000) (180,000) (148,500)

0 0 0

＜180,000＞ ＜180,000＞ ＜148,500＞

 県  県  直接48   D  - 1  - 6  

 

 市  直接 4/5  4  復興まちづくり道路等修繕事業

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡綾
里三陸線　越

喜来
 県  県

2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （一）崎浜港線

越喜来

5 

1  -43  ◆  D  - 1  -

 D  - 4  -

47   D  - 1  -

 災害公営住宅整備事業  綾里  県  県  直接 3/4

3/4

28   D  - 4  - 6   

  災害公営住宅整備事業  大船渡  県  県  直接26  

18   D  - 23 

  1  災害公営住宅駐車場整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・綾里・越喜

来

 市

 市  市  直接10   D

4  

 -

 市  直接

22  ◆  D  - 4  - 1 

5    防災集団移転促進事業（崎浜地区）  越喜来  市

11   D  - 6  - 1    東日本大震災特別家賃低減事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市

 -

 直接 4/5

 直接 1/2

3/4

 市

 - 5  - 1  

 

 市  直接 3/5  道路新設・改良事業（永沢線）  大船渡  市

 直接 3/5  道路新設・改良事業（吉浜漁港線）  吉浜  市  市

3/4  災害公営住宅家賃低廉化事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

6   D  - 1  - 3 

1  4   D  - 1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成26年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成26年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(870,000) (870,000) (717,750)

0 0 0

＜870,000＞ ＜870,000＞ ＜717,750＞

(500,000) (500,000) (412,500)

0 0 0

＜500,000＞ ＜500,000＞ ＜412,500＞

(31,184) (31,184) (24,947)

48,313 48,313 38,650

＜79,497＞ ＜79,497＞ ＜63,597＞

(200,000) (200,000) (160,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜160,000＞

(0) (0) (0)

57,000 57,000 45,600

＜57,000＞ ＜57,000＞ ＜45,600＞

(0) (0) (0)

105,900 105,900 84,720

＜105,900＞ ＜105,900＞ ＜84,720＞

(0) (0) (0)

51,400 51,400 41,120

＜51,400＞ ＜51,400＞ ＜41,120＞

(0) (0) (0)

97,000 97,000 77,600

＜97,000＞ ＜97,000＞ ＜77,600＞

(2,645,000) (2,645,000) (2,116,000)

0 0 0

＜2,645,000＞ ＜2,645,000＞ ＜2,116,000＞

(144,500) (144,500) (126,437)

0 0 0

＜144,500＞ ＜144,500＞ ＜126,437＞

(942,000) (942,000) (824,250)

0 0 0

＜942,000＞ ＜942,000＞ ＜824,250＞

93   D  -   4

  災害公営住宅整備事業（中赤崎団地）  赤崎町  市

 市  市  直接90   D

 

 市  直接

94   D  -   4  -  15

 14    災害公営住宅整備事業（泊里団地）  末崎町  市

92   D  -   2  -   1    道路事業（被災市街地復興土地区画整理事業）  大船渡地区  市  市

 -

 直接 3/4

 直接 3/5

3/4

 市

 -   1  -  23  

 

 市  直接 3/5  道路新設・改良事業（永浜地区）  赤崎地区  市

 直接 3/5  道路改良事業（細浦地区）  末崎地区  市  市

3/5  道路新設事業（峰岸地区）  末崎地区

 22

 21  88   D  -   1  -

 D  -    1  -

89   D  -   1  -

 道路新設・改良事業（蛸ノ浦地区）  赤崎地区  市  市  直接 3/5

3/5

85   D  -   1  -  18   

  道路新設事業（小河原地区）  末崎地区  市  市  直接63  

50   D  - 1 

  1  市街地復興効果促進事業  大船渡市  市

 11  

 -

 県  直接

51  ★  F  -    2  -   1

8    まちづくり連携道路整備事業
 （一）碁石海岸
線　末崎～碁

石
 県

49   D  - 1  - 7    まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

船河原
 県  県

 -

 直接 4/5

 直接 2/3

2/3

 市



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成26年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(238,800) (238,800) (208,950)

0 0 0

＜238,800＞ ＜238,800＞ ＜208,950＞

(501,200) (501,200) (438,550)

0 0 0

＜501,200＞ ＜501,200＞ ＜438,550＞

(731,700) (731,700) (640,237)

0 0 0

＜731,700＞ ＜731,700＞ ＜640,237＞

(2,577,500) (2,577,500) (1,933,125)

0 0 0

＜2,577,500＞ ＜2,577,500＞ ＜1,933,125＞

(611,000) (611,000) (458,250)

0 0 0

＜611,000＞ ＜611,000＞ ＜458,250＞

(217,490) (217,490) (190,303)

0 0 0

＜217,490＞ ＜217,490＞ ＜190,303＞

(123,877) (123,877) (108,392)

0 0 0

＜123,877＞ ＜123,877＞ ＜108,392＞

(157,155) (157,155) (137,510)

137,562 137,562 120,366

＜294,717＞ ＜294,717＞ ＜257,876＞

(95,493) (95,493) (83,556)

0 0 0

＜95,493＞ ＜95,493＞ ＜83,556＞

(2,306,565) (2,306,565) (2,018,244)

0 0 0

＜2,306,565＞ ＜2,306,565＞ ＜2,018,244＞

(543,050) (543,050) (475,168)

0 0 0

＜543,050＞ ＜543,050＞ ＜475,168＞

 市  直接 3/4  防災集団移転促進事業（永浜地区）  赤崎  市 18  110   D  -  23  -

 D  -  23  -

 防災集団移転促進事業（中赤崎地区）  赤崎  市  市  直接 3/4

3/4

109   D  -  23  -  17   

  防災集団移転促進事業（佐野地区）  赤崎  市  市  直接108  

104   D  -  23

  防災集団移転促進事業（梅神地区）  末崎  市

 市  市  直接99   D

 16  

 

 市  直接

106   D  -  23  -  14

 12    防災集団移転促進事業（細浦地区）  末崎  市

103   D  -  23  -  11    防災集団移転促進事業（峰岸地区）  末崎  市  市

 -

 直接 3/4

 直接 3/4

3/4

 市

 -  17  -   2  

 

 市  直接 3/4  災害公営住宅整備事業（浦浜団地）  三陸町越喜来  市

 直接 1/2  津波復興拠点整備事業(大船渡地区)  大船渡地区  市  市

1/2  被災市街地復興土地区画整理事業  大船渡地区

  2

 18  97   D  -   4  -

 D  -   4  -

98   D  -  15  -

 災害公営住宅整備事業（蛸ノ浦団地）  赤崎町  市  市  直接 3/4

3/4

96   D  -   4  -  17   

  災害公営住宅整備事業（崎浜団地）  三陸町越喜来  市  市  直接95   16  



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成26年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(60,428) (60,428) (52,874)

0 0 0

＜60,428＞ ＜60,428＞ ＜52,874＞

(250,722) (250,722) (219,381)

104,007 104,007 91,006

＜354,729＞ ＜354,729＞ ＜310,387＞

(150,240) (150,240) (131,460)

0 0 0

＜150,240＞ ＜150,240＞ ＜131,460＞

(46,178) (46,178) (40,405)

0 0 0

＜46,178＞ ＜46,178＞ ＜40,405＞

(808,000) (808,000) (666,600)

0 0 0

＜808,000＞ ＜808,000＞ ＜666,600＞

(471,600) (471,600) (353,700)

0 0 0

＜471,600＞ ＜471,600＞ ＜353,700＞

(738,200) (738,200) (645,925)

0 0 0

＜738,200＞ ＜738,200＞ ＜645,925＞

(154,000) (154,000) (123,200)

0 0 0

＜154,000＞ ＜154,000＞ ＜123,200＞

(20,903) (20,903) (16,722)

0 0 0

＜20,903＞ ＜20,903＞ ＜16,722＞

(59,000) (59,000) (47,200)

0 0 0

＜59,000＞ ＜59,000＞ ＜47,200＞

(0) (0) (0)

227,750 227,750 199,281

＜227,750＞ ＜227,750＞ ＜199,281＞

 市  市  直接138  ◆  D

139   D  -   4  -  20    災害公営住宅整備事業（区画整理地区）  大船渡町  市  市  直接 3/4

 -   4  -   4  -

 -

 市  直接 4/5  2  被災市街地復興土地区画整理（内水排除）事業  大船渡地区  市

 直接 4/5  1  災害公営住宅防災行政無線受信環境整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・猪
川・立根・綾
里・越喜来

 市  市

4/5  4  上平地区災害公営住宅関連道路改良事業  大船渡地区

  3

  2  -135  ◆  D  -  17  -

 D  -  13  -

137  ◆  D  -   4  -

 災害公営住宅整備事業（川原団地）  大船渡町  市  市  直接 3/4

1/2

132   D  -   4  -  19   

  がけ地近接等危険住宅移転事業  市内  市  市  直接127  

114   D  -  23

  まちづくり連携道路整備事業

 (大船渡市)
(主)大船渡綾

里三陸線　　赤
崎

 県

 市  市  直接112   D

  1  

 

 市  直接

124   D  -   1  -  25

 22    防災集団移転促進事業（甫嶺地区）  越喜来  市

113   D  -  23  -  21    防災集団移転促進事業（浦浜仲・西地区）  越喜来  市  市

 -

 直接 2/3

 直接 3/4

3/4

 県

 -  23  -  20  

  直接 3/4  防災集団移転促進事業（清水地区）  赤崎  市  市

3/4  防災集団移転促進事業（蛸ノ浦地区）  赤崎

 19111   D  -  23  -



平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成26年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(25,473,355) (25,473,355) (21,441,111) (0) (0)

828,932 828,932 698,343 0 0

＜26,302,287＞ ＜26,302,287＞ ＜22,139,454＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名



平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度 復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

1,271,650 1,271,650 1,112,693

＜1,271,650＞ ＜1,271,650＞ ＜1,112,693＞

(0) (0) (0) (0) (0)

1,271,650 1,271,650 1,112,693 0 0

＜1,271,650＞ ＜1,271,650＞ ＜1,112,693＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市 復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画復興交付金事業計画

省庁名： 平成26年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

    

20  139   D  - 4  -

   

 

 市  直接 3/4  災害公営住宅整備事業（区画整理地区）  大船渡町  市

      

   

    

 

 

 

 

      

     

 

 

  

    

        

    

          

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名


